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そもそもマーケティングとは、 
何を意味するのか？ 

 「マーケティングとは何か」を知ろうとするとき、あらかじめ理解しておかなけれ

ばならないことがあります。それは「マネジメント」とは何か、ということです。 
 マネジメントとマーケティングの関係は、この連載記事の第一回目「ピーター・ド

ラッカーの『マネジメント論』の基本の基本」ですでに若干ふれました。とはいえこ

の点は、マーケティングの本来の意味を知る上で極めて重要です。そこで、やや重複

しますが、ここではまずドラッカーが指摘したマネジメント論の基本を再確認しまし

ょう。その上で、マーケティングとは何なのかを考えたいと思います。 
 ドラッカーはマーケティングを「組織をして成果を上げさせるための道具・機能・

機関」と定義しました。あらゆる組織とは社会の機関です。そうである以上、社会の

機関としての組織は、社会やコミュニティ、個人に対して何ならかのニーズに応えな

ければなりません。したがって、「社会やコミュニティ、個人のニーズに応える」とい

う成果を、組織に上げさせるための道具・機能・機関がマネジメントだと言い換えら

れるでしょう。 
 一方、企業も組織の一形態であることは論を待ちません。よって、企業のたった一

つの目的、存在理由も、社会やコミュニティ、個人のニーズに応えるということにな

ります。もっと平たく言うと、顧客を創造し続けること、これこそが企業にとって唯

一の目的、ただ一つの存在理由として位置付けられるわけです。 
 そしてドラッカーは、顧客を創造し続けるために、企業が持つべき機能としてマー

ケティングとイノベーションを位置付けました。ドラッカーは「マーケティングの狙

いは、顧客というものをよく知って理解し、製品が顧客にぴったりと合って、ひとり
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でに売れてしまうようにすること」と定義しています。つまりドラッカーの論にした

がうと、顧客のニーズを知ること、あるいはひとりでに売れる仕組みを構築すること、

これがマーケティングという語がもつ本来の意味になります（図表 1）。 
 上記の定義自体はドラッカーの「マネジメント」（1970 年、ダイヤモンド社）から
引用したものですが、同様の言葉は「現代の経営」（1954 年、ダイヤモンド社）にも
すでに見られます。つまり、いまから 50年以上も前に、マーケティングの基本的な位
置付けはなされていたと考えても差し支えないでしょう。 
 なおドラッカーは、「創造する経営者」（1964年、ダイヤモンド社）の中で、マーケ
ティングを次のような言葉で規定しています。すなわち、「買わないことを選択できる

第三者に、喜んで自らの購買力と交換してくれるものを提供する活動」と言うのです。

こちらの定義も前者同様、マーケティングの本質を言い当てた名言です。 
 とはいえ、顧客のニーズばかりに注目していたのでは、企業は立ちいかなくなりま

す。というのも、単に顧客のニ

ーズに対応しているだけでは、

企業は顧客と製品との関係を取

り結び、そこからマージンを抜

いているだけに過ぎないからで

す。特に環境が大きく変化する

社会では、顧客のニーズも大き

く変化します。企業としては、

目まぐるしく変わるニーズに対

応するばかりでなく、自ら顧客

の新たな満足を実現する価値を

創造していかなければなりませ

ん。いわば、前回もふれた「チ

ェンジ・リーダー」にならなけ

ればいけないということです。 
 そこで重要になるのがイノベ

ーションです。これは、人的資

源や物質的資源に対してより大

きな富を生み出す新しい能力を

もたらす力のことです。顧客の

新しい満足感を創造し充足させ

ること、と言い換えてもいいで

しょう。このように、マーケテ

ィングとイノベーション、双方

のバランスをとることがマネジ
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メントの大きな課題になるわけです。 
 また、以上のように検討を進めてくると、マーケティングが企業の活動の中で独立

して存在するのではないということがよく分かります。マーケティングはあくまでも、

マネジメント活動の一部です。とりわけ、イノベーションと組み合わさった、マネジ

メントの両輪の一つなのです。マネジメントという大きな枠組みの中で、マーケティ

ングがいかに位置付けられているのかを整理する上で、ドラッカーの説は非常に重要

な考え方だと理解すべきでしょう。 

ドラッカーから 
コトラーのマーケティング論へ 

 ところで、マーケティングと聞いてまっ先に頭に浮かぶのは、フィリップ・コトラ

ーではないでしょうか。そのため、マーケティングとは何かを語るにあたって、いき

なりドラッカーの説が登場したことで、戸惑った方も多いはず。 
 上記で見たように、マネジメントにおけるマーケティングの基本的な位置付けを行

ったのがドラッカーです。一方、焦点をマーケティングに絞り込み、その体系化に注

力したのがフィリップ・コトラーその人に他なりません。いまでは、マーケティング

と言えば、ドラッカーよりもコトラーの名が頭に浮かぶのが普通でしょう。 
 1931年生まれのコトラーは、シカゴ大学の経済学部を卒業し、マサチューセッツ工
科大学（MIT）で経済学博士号を取得しています。現在は、米ノースウェスタン大学
ケロッグ経営大学のマーケティング名誉教授の職に就いています。主要な学術誌に発

表した論文は 100を越え、幾多の最優秀論文賞も受賞しています。また、多数の著書
を出版していることでも知られ、マーケティング界の第一人者と目されています。 
 コトラーの著書としては、コトラーのマーケティング論を総括した 900ページを超
える大著「コトラーのマーケティング・マネジメント ミレニアム版」（2001 年、ピ
アソン・エデュケーション）が著名です。この中でコトラーは、マーケティングの定

義を「個人と組織の目的を満たすような交換を生み出すために、アイデアや財やサー

ビスの考案から、価格設定、プロモーション、そして流通に至るまでを計画し実行す

るプロセス」と掲げています。 
 また、コトラーのマーケティング論をよりコンパクトに解説した好著「コトラーの

戦略的マーケティング」（2000年、ダイヤモンド社）では、「どのような価値を提供す
ればターゲット市場のニーズを満たせるかを探り、その価値を生み出し、顧客に届け、

そこから利益を上げること」と、マーケティングを定義しています。 
 このように、基本的にコトラーのマーケティング定義も、ドラッカーの考えと大き

な違いがないことが分かるでしょう。しかし、特徴的な点もいくつか指摘できます。 
 まず、コトラーのマーケティング定義が具体的活動を視野に入れているという点で

す。ドラッカーの定義をもう一度読み返してみてください。マーケティング活動の具
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体的内容にまでは、特に踏み込んでいません。一方、コトラーの定義では、考案、価

格設定、プロモーション、流通というように、マーケティングの具体的な活動内容に

まで言及しています。またこの活動内容は、後に述べるマーケティングの基本手順と

密接に関係しているという点にも留意すべきです。 
 それからもう一点指摘したいのは、「製品」と「価値」の違いです。ドラッカーの定

義がどちらかというと製品よりの内容になっています。一方、コトラーの定義では、

製品が価値、すなわち製品からサービス、アイデア、その付随する付加価値まで含め

た、総合的で幅広い概念に拡大しているのが特徴です。もっとも、ドラッカーの定義

がなされたのが今から 50年も前に遡ることを考えれば、これも致し方ないことのよう
にも思えます。 
 以上、ドラッカーとコトラーの理論にしたがって、マーケティングとは何かについ

て解説してきました。一方、マーケティングを体系化したコトラーは、マーケティン

グ活動の定石とでも言える基本手順を明らかにしています。以下、コトラーの理論に

沿って、マーケティング活動の基本がいかなるものか、その手順について見ていくこ

とにしましょう。 

コトラーが提唱する 
マーケティングの定石を知る 

 コトラーはマーケティングの基本手順として、5 つのステップを明示しました。①
調査（Research）、②セグメンテーション（Segmentation）／ターゲティング（Targeting）
／ポジショニング（Positioning）、③マーケティング・ミックス（Marketing Mix）、④
実施（Implementation）、⑤管理（Control）がそれです（図表 2）。これは、それぞれの
頭文字をとって、「R→STP→MM→I→C」とも呼ばれます。 
 まず最初のステップである調査は、文字通り市場調査のことを指します。とはいえ、

ただ漫然に市場を調査するわけではありません。ここでの活動は、むしろ市場機会を

探索する作業として捉えるべきです。 
 市場機会の発見の仕方には色々な方法があります。中でも代表的なのは問題抽出法

と呼ばれるものです。これは、市場にある不満や改良の余地を探ることで市場機会を

探索する方法です。また、理想法という手法も有名です。こちらは市場における理想

的な製品やサービスを考察し、現実とのギャップから機会を考察する手法です。さら

に、商品連鎖法という手法もあります。これは、製品の入手から廃棄に至るまでの流

れを把握して機会を探る手法です。これらを上手に活用して、市場調査から機会を探

ることが重要になります。 
 コトラーは前掲の「コトラーの戦略的マーケティング」の中で、「調査せずに市場参

入を試みるのは、目が見えないのに市場に参入しようとするようなものだ」と指摘し

ています。マーケティングの始めにまず調査あり、この点を理解すべきです。 



いまさら人に聞けないコトラーのマーケティング論 
 

 5 / 6 
  

 さて、マーケティング調査を実行すれば、共通の問題やニーズを抱えるグループが

明らかになるでしょう。続いて、こうしたグループに的を絞り、彼らが自然と購入し

たくなるような製品やサービスを考案する活動が行われます。これが第②ステップに

あたる「STP（セグメンテーション／ターゲティング／ポジショニング）」です。 
 

 

ターゲット・マーケティング 
の要となる STP 

 かつてモノを作れば売れる時代がありました。こういう時代には、市場全体を対象

に製品やサービスを提供する手法がとられたものです。 
 しかし、すでに言い古されたように、顧客の嗜好が多様化する中、市場全体を対象

に製品やサービスを開発するのは、極めて困難になってきました。その代替として登

場したのが「ターゲット・マーケティング」です。ちなみにそれ以前のマーケティン

グを「マス・マーケティング」と呼びます。 
 ターゲット・マーケティングでは、まず市場の中から共通のニーズを持つグループ

を明らかにします。このように市場をいくつかの大きなグループに区分けすることを

「セグメンテーション」と呼びます。 
 そして、明らかになった幾種類かのセグメント（グループ）について、そのボリュ

ームや自社の強みなどを検討します。その上で、自社にとって特に有利なセグメント

を選び出します。このように、自社の強みを十分発揮でき、彼らを満足させられるで

あろうセグメントを明確にする作業を「ターゲティング」と呼びます。 
 続いて、この絞り込んだターゲットに対して、「顧客にぴったりと合う」ような製品

やサービスの位置付けを検討します。これが「ポジショニング」です。これは、競合

よりも自社の価値を高く評価してもらうための位置付け作業とでも言い換えられるで
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しょう（図表 3）。 
 例えば、セグメンテーションおよびターゲティングにより、ブランド好きで好みの

モノには出費を惜しまない団塊の世代をターゲットに設定したと仮定しましょう。そ

の企業が高品質なモノ作りの強みがあったとしたならば、提供する製品は、品質的に

かなり高いもので、値段的にも高価ながら納得のいく価格帯に位置付けることが考え

られるでしょう。また、ブランドイメージも、「品質は極めて高いが、価格は合理的」

などのポジショニング戦略が不可欠になるはずです。 
 ちなみに、ポジショニングの検討では「１番手の法則」と呼ばれるものに配慮すべ

きです。これは、マーケティング戦略家のアル・ライズとジャック・トラウトが提唱

したもので、そのカテゴリーでトップになることが、ポジショニング戦略で最も重要

だという考え方です。というのも、顧客はトップの名前はよく覚えていますが、２番

手の名前はあまり覚えていないからです。 
 このような観点に立つと、再び STPのセグメンテーションおよびターゲティングが
問題となってきます。そもそも、特定したターゲットに自社の製品やサービスを提供

して、果たしてトップに立てるかという疑問です。仮にトップに立つことが困難なら

ば、再度別の角度から市場をセグメントし、その中から自社がトップに立てるターゲ

ットを模索すべきだということになります。 
 間違ったターゲットに不適切な製品やサービスを提供しても、ヒットする可能性は

ほとんどありません。したがって、マーケティング活動において、この「セグメンテ

ーション／ターゲティング／ポジショニング」は慎重に行うべきなのです。 
 STP が明確になれば、次にマーケティングの具体的戦術である「マーケティング・
ミックス」を検討することになります。とはいえ紙数もこのあたりで尽きてしまいま

した。マーケティング・ミックスの詳細については、引き続き次回に説明することに

しましょう。 
 

 


